様式第１号（第７条関係）
　　年　　月　　日


香川県知事　　殿

申請者
所在地
名称
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　

香川県プラスチックリサイクル等促進事業補助金交付申請書

このことについて、香川県プラスチックリサイクル等促進事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１　補助事業の内容
　　　事業計画書のとおり
２　補助金交付申請額
　　　　　　　円
３　添付書類
（１）事業計画書（別紙１）
（２）所要額調書（別紙２）
（３）補助事業に係る見積書の写し
（４）事業計画の詳細を説明するために必要な図面、工程表、導入する設備等の仕様・性能に関する資料（カタログ）その他の資料
（５）申請者の定款の写し及び登記事項証明書（履歴事項全部証明書）又はそれらに相当するもの（※登記事項証明書は原本を提出のこと）
（６）申請者の直近３営業年度の財務諸表
（７）対象施設の概要が記載された資料
（８）誓約書（別紙３）	
（９）県税の納税証明書（入札参加資格審査等申請用）（※原本を提出のこと）
（10）その他事業計画及び申請者の内容を説明するために知事が必要と認める書類
４　補助事業開始及び完了予定期日



　　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日



別紙１（交付申請書添付書類）
事　業　計　画　書

１　申請者の概要
	申請者名称
	

	代表者
	（役職）　　　　　　（氏名）

	本社所在地
	〒


	県内事業所
所在地
	〒


	資本金
又は出資金
	

	従業員数
	

	業種
	

	業務内容
	〔営んでいる主な事業及び主たる生産品目名、年間生産額等を記載すること。（パンフレット等があれば添付すること。）〕







	補助事業
担当者
	（部署）　　　　　（役職）　　　　　（氏名）
（電話番号）　　　　　　　　　　（FAX番号）
（メールアドレス）


２　事業の概要
	事業を実施する
事業所等の
所在地
	

	事業概要


	※事業計画等の概要について、200～300字程度で簡潔に記載してください。













３　事業の内容
	事業内容等
（詳細に記載してください）
	【事業内容の詳細】（必須）
※事業実施の目的や設備等の目的等も含め、事業内容について記載してください。








	
	【導入する設備等】（必須）
①設備等の名称、内容
※概要（メーカー名、型式）、能力、金額、数量等も記載してください。




②設備等の購入先企業名・本社所在地（ディーラー）




③設備等の選定理由




④設備等の施工事業者名・本社所在地






	
	【事業実施の効果】（必須）
※事業実施により見込まれるプラスチック使用製品廃棄物の再資源化量（増加分）又は最終処分量（減少分）について記載してください。










	その他の取組み
	※下記の項目に該当あれば、具体的な取組内容を記載してください。
■災害等による被害を最小限にとどめ、事業が継続できるような計画（事業継続計画（BCP））を策定している。
■環境マネジメントシステム（ISO14001、エコアクション21等）か、これと同等以上の基準に準拠した環境保全活動を行っている。






	実施日程
	開始予定日　　　　　　年　　月　　日
完了予定日　　　　　　年　　月　　日




別紙２（交付申請書添付書類）
所　要　額　調　書

１　補助金所要額算出表
	区分
	金額

	事業に要する経費（税込み）
	円

	事業に要する経費（税抜き）
	円

	補助対象経費　　　　　　　　　X
	円

	補助率　　　　　　　　　　　　Y
	

	補助金額　　　　　　　　　Z≒X×Y
	円


※補助率２分の１以内。補助金額100万円以下（千円未満切り捨て）。

２　補助対象経費の内訳
	経費区分
	補助対象経費

	設備等費
	円

	設置管理費
	円

	合　計
	円
	（補助金所要額算出表のXと一致）



３　収支予算書
（収入）
	区分
	予算額
	内訳

	補助金収入予定額
	円
	

	申請者負担額
	円
	

	その他
	円
	

	合　計
	円
	（補助金所要額算出表のXと一致）


（支出）
	区分
	予算額
	内訳

	設備等費
	円
	

	設置管理費
	円
	

	合　計
	円
	（補助金所要額算出表のXと一致）







別紙３（交付申請書添付書類）

誓　　　約　　　書


　　年　　月　　日


香川県知事　　殿


申請者
所在地
名称
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　


香川県プラスチックリサイクル等促進事業補助金の交付申請に当たって、下記のことを誓約します。


記

[bookmark: _GoBack]
　自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。
（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）
第２条第２号に規定する暴力団をいう。）
（２）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する
暴力団員をいう。）
（３）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者


